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　平成27年４月・５月号の広報ひらどにおいて「ハコモノを
考えよう」と題して、本市の公共施設の適正化について、現状

と課題などをお知らせしておりましたが、この度「更新」「統廃

合」「長寿命化」などを計画的に行うことで、将来の財政負担を

軽減・平準化するための「公共施設等総合管理計画」を策定し

ました。

○対象施設
　建築物である「公共施設」と道路、橋りょうなどの「インフラ
資産」に大別し、公共施設においては496施設を、11の大分

類、24の小分類に区別しました。

○計画期間
　平成29～ 68年度の40年間

○基本方針及び削減目標
　公共施設については「施設を長く賢く使う」という視点で、
地域の実情に応じた集約化、複合化、減築化、廃止を伴う公

共施設の適正化を進めていきます。なお、将来人口予測を踏

まえて、市民の負担が増すことが無いよう、更新費用の40％

削減という目標を設定しました。

　インフラ施設については、長寿命化による計画的な維持管

理を推進するとともに、社会ニーズに対応した、安全･安心な

まちづくりの基盤となるよう整備していきます。

○公共施設マネジメントの進め方
　計画期間の40年を各10年の４期に分割し、各期ごとにア
クションプランを策定するとともに、５年毎に中間検証・見直

しを行いながら、個々の施設について適正な対策を講じてい

きます。

　また、これまで担当課のみで維持管理を行ってきた公共施

設の情報を一元管理する体制を構築し、市全体の公共施設の

あり方を見据えた適正な管理を行います。

第２次定員適正化計画【見直し版】・行政改革推進計画中期プラン
財政健全化計画第２次計画中期プランを策定しました

公共施設等総合管理計画を策定しました

県内自治体における
　　　  公共施設延床面積の状況

自治体名 一人当たり延床面積（㎡）
壱 岐 市
五 島 市
平 戸 市
南島原市
雲 仙 市
島 原 市
諫 早 市
大 村 市
時 津 町

県内自治体平均
全国平均

県
内
自
治
体

9 . 0
7 . 4
7 . 2
6 . 2
5 . 2
4 . 7
3 . 9
3 . 2
2 . 8
5 . 1
3 . 4

※出典　東洋大学「自治体別人口・公共施設延床面積リスト」抜粋

平戸市公共施設の更新費用シュミレーション
（億円）

H26～H55 まで 30 年間の
更新費用平均 21 億円

過去３年平均
13 億円
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今後公共施設を取り巻く問題点

国勢調査各層別人口推移及び推計
（単位：人、％）

総　　数

合 計

年 少 人 口

年少人口割合

生産年齢人口

生産年齢人口割合

老 年 人 口

老年人口割合

41,586
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14,088

48.7

11,842

41.0

23,613

2,159

9.1

10,756

45.6

10,698

45.3

18,959

1,776

9.4

8,255

43.5

8,928

47.1

H12 H22 H32 H42 H52

※H32 年以降の数値は人口問題研究所による推計値（H25 年公表）
※年少人口…0～14 歳、生産年齢人口…15～64 歳、老年人口…65 歳以上

（注３）

（注２）

（注１）平戸市公共施設の延床面積の割合

学校教育施設
97,706 ㎡ (38.8%)

社会教育集会施設社会教育集会施設
27,632 ㎡ (11.0%)27,632 ㎡ (11.0%)

本庁舎・消防・本庁舎・消防・
普通財産普通財産
31,109 ㎡ (12.3%)31,109 ㎡ (12.3%)

社会教育集会施設
27,632 ㎡ (11.0%)

公園・スポーツ・
レク施設
12,267 ㎡ (4.9%)

福祉・幼児・福祉・幼児・
児童施設児童施設
 6,651 ㎡ 6,651 ㎡
  (2.6%)  (2.6%)

福祉・幼児・
児童施設
 6,651 ㎡
  (2.6%)

火葬場・保健・衛生施設火葬場・保健・衛生施設
5,461 ㎡ (2.2%)5,461 ㎡ (2.2%)
火葬場・保健・衛生施設
5,461 ㎡ (2.2%)

産業・観光産業・観光
文化施設文化施設
13,738 ㎡ (5.5%)13,738 ㎡ (5.5%)

産業・観光
文化施設
13,738 ㎡ (5.5%)

交通・市営住宅等施設交通・市営住宅等施設
57,082 ㎡ (22.7%)57,082 ㎡ (22.7%)
交通・市営住宅等施設
57,082 ㎡ (22.7%)

本庁舎・消防・
普通財産
31,109 ㎡ (12.3%)

ハ
コ
モ
ノ

　　　　

を
考
え
よ
う

平
戸
市
に
見
合
う
公
共
施
設
の

                          

適
正
化
を
目
指
し
て

  　

現
在
、
本
市
に
お
け
る
公
共
施
設
、
い
わ
ゆ
る
「
ハ
コ
モ
ノ
」

と
呼
ば
れ
る
建
築
物
は
約
４
０
０
施
設
あ
り
ま
す
。
そ
の
中
に
は

老
朽
化
が
進
ん
で
お
り
、
建
て
替
え
や
大
規
模
改
修
が
必
要
と

な
っ
て
い
る
施
設
が
多
数
存
在
し
て
い
ま
す
。

　 

一
方
、
今
後
の
人
口
動
向
、
財
政
状
況
を
予
測
す
る
と
、
こ

れ
ま
で
と
同
じ
よ
う
に
公
共
施
設
を
維
持
し
て
い
く
こ
と
は
難

し
い
状
況
で
す
。
そ
こ
で
平
戸
市
は
、
現
状
と
課
題
を
分
析
し
、

公
共
施
設
の
適
正
化
を
目
指
し
て
動
き
出
し
ま
す
。 

 　
こ
の
取
り
組
み
を
市
民
の
皆
さ
ん
に
お
伝
え
す
る
た
め
、
今

月
と
来
月
の
２
回
に
分
け
て
掲
載
し
ま
す
。

■
お
問
い
合
わ
せ　

行
革
推
進
課
行
革
推
進
班　
☎
内
線
２
３
５
３

第
１
回　

〜 

公
共
施
設
の
現
状
と
課
題 

〜

　　

本
市
の
、
市
民
１
人
当
た
り
の
公
共
施

設
延
床
面
積
を
見
る
と
、
全
国
平
均
の
3.4

㎡
に
対
し
、
平
戸
市
は
7.2
㎡
と
約
２
倍
の

公
共
施
設
を
保
有
し
て
お
り
、
県
内
各
自

治
体
と
比
較
し
て
も
高
い
水
準
に
あ
り
ま

す
。
つ
ま
り
、
公
共
施
設
に
か
か
る
維
持

管
理
費
は
他
市
と
比
べ
て
相
対
的
に
高
い

水
準
に
あ
る
と
言
え
ま
す
。
こ
れ
は
、
平

成
17
年
に
合
併
し
た
結
果
、
各
地
に
同
じ

よ
う
な
施
設
が
存
在
し
、
人
口
が
減
少
し

て
い
る
現
在
も
公
共
施
設
は
そ
の
ま
ま
維

持
し
て
い
る
の
が
原
因
だ
と
言
え
ま
す
。

　

ま
た
、
本
市
の
公
共
施
設
は
、
昭
和
40

〜
50
年
代
に
か
け
て
多
く
整
備
し
て
お
り
、

延
床
面
積
で
見
る
と
、
半
数
以
上
が
昭
和

58
年
ま
で
に
建
築
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら

の
施
設
は
、
一
般
的
に
建
物
の
寿
命
と
さ
れ

る
築
30
年
を
経
過
し
て
い
る
た
め
、
こ
れ
か

ら
一
斉
に
建
て
替
え
・
改
修
の
時
期
を
迎
え

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

本
市
の
公
共
施
設
は
？

　　

本
市
が
保
有
す
る
公
共
施
設
の
数
は
、

約
４
０
０
施
設
、
総
延
床
面
積
で
見
る
と

25.

１
万
㎡
に
な
り
ま
す
。

　

内
訳
と
し
て
は
、
学
校
教
育
施
設
が
約

9.8
万
㎡
で
全
体
の
約
４
割
、
次
い
で
交
通
・

市
営
住
宅
等
施
設
が
約
5.7
万
㎡
で
全
体
の

約
２
割
を
占
め
て
い
ま
す 

。

　　　

財
政
面
を
見
る
と
、
今
ま
で
合
併
特
例

措
置
が
適
用
さ
れ
、
交
付
税
の
交
付
を
受

け
て
い
ま
し
た
が
、
平
成
28
年
度
か
ら
段

階
的
に
軽
減
さ
れ
、
平
成
33
年
度
に
は
現

在
よ
り
年
間
で
約
11
億
円
の
減
額
に
な
る

見
込
み
で
す
。
一
方
、
今
後
建
て
替
え
・
改

修
を
控
え
た
施
設
が
多
く
あ
り
、
施
設
の

更
新
費
用
が
増
加
す
る
見
込
み
で
す
。

　

ま
た
、
市
の
人
口
は
人
口
減
少
と
少
子

高
齢
化
が
進
む
こ
と
が
予
測
さ
れ
、
こ
れ

ま
で
整
備
し
て
き
た
公
共
施
設
の
数
と
今

後
の
需
要
に
お
け
る
バ
ラ
ン
ス
が
崩
れ
る
こ

と
が
想
定
さ
れ
ま
す
。　
　

　

さ
ら
に
、
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
に
よ

る
税
収
の
減
少
や
高
齢
者
の
増
加
に
伴
う

扶
助
費
の
増
加
な
ど
、
将
来
的
に
は
財
政

状
況
が
さ
ら
に
厳
し
く
な
り
、
こ
れ
ま
で
と

同
じ
よ
う
に
施
設
を
維
持
し
て
い
く
こ
と
が

難
し
く
な
る
見
込
み
で
す
。

築年別の延床面積の割合

10年後

築10年以上20年未満

10％
（25,666 ㎡）

築20年以上30年未満

16％
（41,187 ㎡）

平成 36 年３月

築 30 年以上

74％
築40年以上

20％
（50,596 ㎡）

築 10 年未満

10％
（25,666 ㎡）

築10年以上20年未満

16％
（41,187 ㎡）

築20年以上30年未満

23％
（56,451 ㎡）

築30年以上40年未満

31％
（77,656 ㎡）

平成 26 年３月

平成26年3月時点での、築30年以上の
建物(延床面積)は、約51%ですが、こ
のまま保有し続けた場合、10年後の平
成36年には、さらに老朽化が進み、市
内公共施設の74%の建物が築30年以上
となる見込みです。

公
共
施
設
の
割
合
は

　
　
　

 

ど
う
な
っ
て
る
の
？

今
後
の
公
共
施
設
は

　
　
　
　

    

ど
う
す
る
の
？

公共施設を取り巻く現状は以下のとおりです。
　

①平戸市は人口に対して公共施設が多
　い
②建て替え・改修が迫っている公共施設
　が多い
③合併特例措置終了により交付税が減少
　する
④公共施設更新費用が増加する
⑤人口減少により税収が減少する
　
　これらの問題点を踏まえ、公共施設を適正に

管理運営していかなければなりません。

　そこで平戸市では、３月に「平戸市公共施設

適正化基本方針」を策定しました。

　具体的な方針の内容につきましては、５月号

の広報にて掲載します。

（注１）最も延床面積が多い施設分類は、小学校・中学校
　　　などの学校教育施設の97,706㎡で、市公共施設の
　　　38.8%を占めています。
（注２）公共施設の整備費用は、平成22年～ 24年の平均
　　　で約13億円となっています。今後30年間の更新費
　　　用を予測すると、総額で627億7千万円、単年度で
　　　は約21億円かかる試算となります。
（注３）人口問題研究所の人口推計によると、平成52年の
　　　平戸市の人口は、平成22年と比べて約２分の１減
　　　少していくことが予想されており、何もしなければ人
　　　口に対して公共施設が過剰である状況が進行するこ
　　　とになります。
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公
共
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結
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共
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ハ
コ
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を
考
え
よ
う

平
戸
市
に
見
合
う
公
共
施
設
の

                          

適
正
化
を
目
指
し
て

　　

前
月
号
は
、
本
市
に
お
け
る
公
共
施
設
の
現
状
と
問
題
点
に

つ
い
て
次
の
５
点
を
お
知
ら
せ
し
ま
し
た
。

①
平
戸
市
は
人
口
に
対
し
て
公
共
施
設
が
多
い

②
建
て
替
え
・
改
修
が
迫
っ
て
い
る
公
共
施
設
が
多
い

③
合
併
特
例
措
置
終
了
に
よ
り
交
付
税
が
減
少
す
る

④
公
共
施
設
更
新
費
用
が
増
加
す
る

⑤
人
口
減
少
に
よ
り
税
収
が
減
少
す
る

　　
こ
れ
ら
の
問
題
点
を
踏
ま
え
、
本
市
で
は
平
成
27
年
３
月
に

公
共
施
設
適
正
化
基
本
方
針
を
策
定
し
ま
し
た
。
今
月
号
で
は

は
方
針
の
中
身
を
分
か
り
や
す
く
お
伝
え
し
ま
す
。

■
お
問
い
合
わ
せ　

行
革
推
進
課
行
革
推
進
班　
☎
内
線
２
３
５
３

第
２
回 

〜
公
共
施
設
の
適
正
化
に
向
け
て
〜

な
子
育
て
支
援
や
医
療
給
付
な
ど
の
市
民

サ
ー
ビ
ス
を
削
ら
な
け
れ
ば
、
収
支
の
バ
ラ

ン
ス
が
と
れ
な
く
な
る
こ
と
を
意
味
し
ま
す
。

結
果
的
に
公
共
施
設
を
そ
の
ま
ま
維
持
す
る

こ
と
は
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
に
つ
な
が

り
ま
す
の
で
、
公
共
施
設
の
量
や
質
に
つ
い

て
整
理
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。
必
要

な
の
は
施
設
が
提
供
で
き
る
サ
ー
ビ
ス
で
あ
っ

て
、
施
設
そ
の
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　　
こ
れ
か
ら
は
、
あ
ら
ゆ
る
要
請
に
応
え
て

全
て
の
公
共
施
設
を
維
持
し
て
い
く
の
で
は

な
く
、
現
在
保
有
し
て
い
る
公
共
施
設
を
見

直
し
、
将
来
の
人
口
に
見
合
う
公
共
施
設
の

量
と
質
を
、
利
用
者
で
あ
る
市
民
の
皆
さ
ん

の
声
を
反
映
し
な
が
ら
決
定
し
て
い
く
こ
と

が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　　

公
共
施
設
の
適
正
化
は
、
全
国
の
自
治
体

が
抱
え
て
い
る
問
題
で
す
。
公
共
施
設
適
正

化
の
必
要
性
を
考
え
る
と
き
に
重
要
な
こ
と

は
、
公
共
施
設
の
更
新
費
用
と
市
民
負
担
の

関
係
で
す
。
本
市
の
平
成
22
〜
24
年
度
の
公

共
施
設
の
更
新
費
用
の
平
均
を
見
る
と
、
約

13
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
市
民
１
人
当
た

り
に
換
算
す
る
と
年
間
３
８
，
０
０
０
円
の
負

担
と
な
り
ま
す
。

　　

次
に
、
建
て
替
え
時
期
を
迎
え
た
施
設
を

順
じ
更
新
し
て
い
く
こ
と
を
予
測
し
た
場
合
、

今
後
30
年
間
の
公
共
施
設
の
更
新
費
用
は
６

２
７
億
７
，
０
０
０
万
円
と
試
算
さ
れ
、
１
年

あ
た
り
に
換
算
す
る
と
年
間
約
21
億
円
か
か

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
ま
た
、
今
後
本
市
の

人
口
減
少
が
進
む
こ
と
が
予
測
さ
れ
、
人
口

問
題
研
究
所
に
よ
る
推
計
値
で
は
、
平
成
52

年
に
は
１
８
，
９
５
９
人
に
な
る
と
予
測
さ
れ

て
お
り
、
そ
の
結
果
、
市
民
１
人
当
た
り
の

負
担
額
は
年
間
１
１
０
，
０
０
０
円
に
な
る
と

試
算
さ
れ
ま
す
。

　　
こ
の
よ
う
な
こ
と
か
ら
、
現
状
の
ま
ま
施

設
を
維
持
す
る
こ
と
は
、
将
来
世
代
へ
大
き

な
負
担
を
残
す
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　　　

公
共
施
設
の
更
新
費
用
が
増
え
る
と
い
う

こ
と
は
、
私
た
ち
が
生
活
し
て
い
く
上
で
重
要

公
共
施
設
適
正
化
は
な
ぜ
必

要
な
ん
で
す
か
？

公
共
施
設
の
更
新
費
用
が
市

民
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
を
招
く

平戸市公共施設適正化基本方針の策定
　　前項の問題を受けて、このたび公共施設の適正化を計画的に取り組むため、平戸市公共施設

適正化基本方針を策定しました。 その中で定めた、公共施設の適正化に向けた方針５項目と方向

性は次のとおりです。

38,000円/年
2.9倍

市民１人あたりの公共施設更新費用に係る負担推移

72,000円の増加

市民サービス
　  の低下

平成52年度
年間更新費用：21億円
人口：18,959人

年間更新費用：13億円
人口：34,905人

平成22年度

①公共施設の適正化に向けた方針５項目

平
戸
市
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画

策
定
に
よ
り
具
体
化
を
図
る

平
戸
市
公
共
施
設
適
正
化
基
本
方
針

公共施設の効率的な管理

公共施設の長寿命化

公共施設の複合化

実  施  内  容方 針 ５ 項 目

公共施設の適正配置および保全管理するため
の庁内体制や外部機関などを設置し、適正な
進捗管理を実施する

近接する公共施設の複合化・共有化や、施設
の余剰スペースを活用した集約化・多機能化
により施設価値を高める

市民協働事業または民間委託の導入など
について検討する

定期的な点検・診断を行い、計画的な維
持管理を行う

将来の人口、財政状況、利用実態に見合っ
た公共施設を目指して統廃合を実施する公共施設の総量抑制

公共施設の適正な進捗管理

②公共施設の方向性
公共施設を更新する「機能拠点施設」と、統廃合する「その他の施設」に分類して方向性を定めました。

その他の施設

原則、機能拠点施設への機能の集約化などにより統廃合を進める

機能拠点施設を除いた全ての施設（公民館、コミュニ
ティ施設、公営住宅など）

機能拠点施設

原則、施設の長寿命化や複合化などにより更新する

行政、防災、教育、医療、児童福祉、福祉、生活基
盤機能を有する施設（市庁舎、消防本部、学校など）

110,000円/年

　公共施設の適正化は、「適正化＝廃止」ではありません。必要な施設は残し、政策上必要な施設は新たに造ら
なければなりません。しかし、これまでと同じようにただ残す、ただ造るということでは「適正化」は実現できません。
市民の皆さんの声、専門家の知識などを取り入れ施設の方向性を決定し、仮に施設を新しく造るのであれば、同
じ機能を有している施設の「統廃合」を実施するなど「適正化」を図ります。
　将来世代への負担増を回避するためにも、この取り組みへの市民の皆さんのご理解をお願いします。

　　今後は上記方針を基に、今後30年における公共施設（ハコモノ）と道路、橋りょうなどのインフ

ラ資産を含めた公共施設などの方向性、管理運営方法などを具体化していくために、平戸市公共

施設等総合管理計画を今年度から２カ年で策定していきます。

平戸市公共施設等総合管理計画の策定

　　市町村合併による普通交付税縮減額が、算定方法の見直しにより圧縮されたことなどを踏まえ、標記計画を策定しまし
　た。なお、具体的な取り組みについては、各計画との整合性を図りながら推進するものとします。

　○第２次定員適正化計画【見直し版】
　　◇期間　平成29 ～ 35年度（当初：平成24 ～ 33年度）
　　◇概要　人口減少と多様な行政ニーズの調整を目的に、期間中15人の削減を図るもの

　○行政改革推進計画中期プラン
　　◇期間　平成29 ～ 32年度（全体：平成25 ～ 35年度）
　　◇概要　行政サービスの向上と行政運営の効率化を目的に、期間中約２億１千万円の効果を図るもの

　○財政健全化計画第２次計画中期プラン
　　◇期間　平成29 ～ 32年度（全体：平成25 ～ 35年度）
　　◇概要　財政収支均衡を目的に、期間中５億円の収支改善を図るもの

問　人事課行革推進班　☎内線2352

※上記の計画など詳しい内容については、平戸市ホームページに掲載しています。 

▼平成27年４月号 ▼平成27年５月号

平戸市の 財産・職員・財源 を考える ー健全な財政負担と効率的な行政運営に向けてー


